(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：国民健康保険費　目：国民健康保険指導費
	事業名: 国民健康保険財政健全化特別対策費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　　　
健康福祉部 地域福祉国保課 国民健康保険担当　電話番号：058-272-8345
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：496,858千円（前年度予算額：469,009千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　乳幼児や重度心身障がい者等の医療費の窓口負担を受診時に無料とする福祉医療制度を実施している市町村は、国民健康保険の国庫負担金である療養給付費等負担金が一定割合削減されている。

これは、窓口負担を受診時に無料化することで、医療機関にかかりやすくなるため、医療費が増える（波及増）とする国の制度によるものである。

県は乳幼児や重度心身障がい者等を対象とする福祉医療制度により、市町村と共同して、福祉医療の充実を推進している。その一環として、国民健康保険の国庫負担金削減相当額の一部を助成し、市町村の財政負担の軽減を図っている。
	２　所要経費


　平成23年3月診療分から6月診療分の医療費実績に基づき、平成24年度の国庫負担金削減相当額を推計して所要額を算出。

　国庫負担金削減相当額（推計値）　　1,104,128千円
…①

補助率　　　　　　　　　　　　　　　 45/100
…②

1 ×②　平成24年度当初要求額　　　496,858千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


　昭和62年度に県単独福祉医療の円滑な実施と市町村の負担軽減を図ることを目的として、国庫負担金の削減相当額の1/2を助成する補助金を創設した。
〔県の補助制度・福祉医療制度の沿革〕
昭和48年度　県福祉医療制度の創設（乳幼児・重度心身障がい者を対象）

昭和59年度　国が、地方単独福祉医療制度を現物給付方式で実施している保険者について、医療費波及増分に対する国庫負担金の削減を実施

○昭和62年度　国庫負担金削減相当額に対する県補助制度を創設（県補助率１／２）
平成 ８年度　県福祉医療制度：乳幼児助成の拡大（２歳未満）

平成 ９年度　県福祉医療制度：乳幼児助成の拡大（３歳未満）
平成16年度　県福祉医療制度：乳幼児助成の拡大（入院を小学校就学前まで）
平成18年度

　　　　４月１日～

　　　　　　・県福祉医療制度：乳幼児助成の拡大（入院・通院とも小学校就学前まで）
　　　 10月１日～

　　　　　　・県福祉医療制度：父子家庭の父と子に対する助成を新設
　　　　　　・県福祉医療制度：精神障がい者に対する助成を新設
　　　　　　・県福祉医療制度：入院時食事療養費標準負担額の助成廃止
平成22年度　県補助制度：行財政改革アクションプランに基づき、補助率を1/2から2/5に変更

平成23年度　県補助制度：補助率を1/2から45/100に変更

	３　これまでの取組に対する評価


　福祉医療制度は、社会的・身体的にハンディのある方の負担軽減策として必要なものであるため、市町村の財政負担を軽減することより、福祉医療の充実を図っている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	469,009
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	469,009

	要求額
	496,858
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	496,858

	決定額
	496,858
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	496,858


